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１（２） 地震（長期予測） 

            

                 「地震（長期予測）」計画推進部会長 西村卓也 

                            （京都大学防災研究所） 

                              副部会長 後藤和久 

                            （東京大学理学系研究科） 

 

大地震の長期予測は，地震に関する観測研究から各地域における大地震の規模や深さ，

発生頻度や発生時期を数年以上の長期的な観点から予測するもので，災害軽減や防災対

策の立案に役立てられることが期待される。このような長期予測は，地震調査研究推進

本部地震調査委員会により，主要な活断層で発生する地震や海溝型地震を対象に地震発

生可能性の長期評価という形で実施され，社会に公表されている。しかし，大地震の発生

は極めて低頻度な現象であるため，主に過去の大地震の発生履歴に基づく統計モデルに

より行われてきた現状の長期評価には，データが少ないために不確定性が大きいことや

統計モデルの高度化などの課題がある。本部会では，前計画から引き続き，地質・地形デ

ータや史料・考古データを活用した大地震の発生や地殻変動の履歴を明らかにする手法

の高度化を進めるとともに，各地域での調査から，過去の履歴データの蓄積から大地震

の長期予測精度の向上を目指した観測研究と，これまでは十分に活用されていなかった

地殻変動や地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデル・数値シミ

ュレーションを活用した「新たな長期予測」を推進する。 

 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究  

（１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合  

ア．史料の収集・分析とデータベース化  

明応の南海トラフ地震では，東海側での地震動被害は明らかになっているのに対し，

南海側では明確な地震動の被害がわかっていない。そこで，静岡県域において寺社の修

造件数と明応東海地震による被害との関係を調べ，寺社の修造件数が被害の指標となり

得ることを検証した上で，和歌山県および高知県域において，明応七年前後の寺社の修

造件数を調べた。その結果，この時期に修造件数の増加が認められ，これらの地域で明応

南海地震による地震動の被害があったことが明らかになった（東京大学地震火山史料連

携研究機構[課題番号：HMEV02]）。 江戸時代後期の文政十三年七月二日（グレゴリオ暦：

1830 年８月 19 日）に発生して京都とその周辺に被害を及ぼした地震（以下，1830 年文

政京都地震）について，史料に基づく震度分布図の作成と地震の規模や震央（震源断層）

の再検討を行った。史料を厳選し，再解釈を行なって京都盆地及び遠地での震度分布を

検討した結果，有感となった範囲は，富山県氷見市，島根県出雲市，三重県伊勢市よりも

内側であり，近地の震度は，京都盆地北東部で震度５強～６強，亀岡盆地で震度５弱～６

弱となった。地震動予測式を用いて，これらの震度分布の説明を試みた結果，1830 年文

政京都地震は，京都西山断層帯の神吉断層・越畑断層付近で発生した M6.5 程度の地震で

あった可能性が示唆される（奈良文化財研究所[課題番号：NAB_02]）。 
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ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈  

海溝型地震の発生履歴に関する観測研究として，沿岸での津波堆積物の調査や古地形

の復元，数値計算による津波波源域の評価が行われた。また，海底地形データに基づく詳

細な地形判読に基づく断層変位地形の認定が行われた。 

千島海溝・日本海溝周辺域では，北海道十勝地方当縁湿原の段丘面で津波堆積物の調

査を実施した。津波堆積物の分布範囲と津波数値計算による浸水範囲を比較し，断層モ

デルを検討した。その結果，13世紀頃の地震では，十勝沖セグメントより根室沖セグメ

ントのすべり量が大きい可能性が示唆された（産業技術総合研究所[課題番号：

AIST01]）。北海道胆振地方（厚真町・白老町）では，地下レーダー（GPR）による地層

構造探査と，ジオスライサーによる地層掘削で沿岸湿地の津波堆積物および古地形を高

精度に追跡する調査を行った（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID02]）。厚

真町では，既存トレンチとその周辺で800MHzのアンテナを用いたGPR探査を実施し，Ta-

bおよびUs-bテフラと1611年慶長奥州地震によると推定される津波堆積物の下面に対応

する反射面を掘削結果と照合した上で特定・追跡した（図１）。GPRによる反射面の間

隔の変化は地層掘削による津波堆積物の層厚変化（5-20 cm）にほぼ対応しており，GPR

による調査手法の有効性が確認できた。 

相模トラフ周辺域では，マルチビーム測深調査によって得られた点群データを海洋研

究開発機構から収集，整理した。また，相模トラフと南海トラフ周辺の既得データを含

め，点群データからエラーの除去などの調整を行い，１秒間隔の DEM の作成作業を行な

った。相模トラフ周辺ではステレオ実体視可能な海底地形画像を作成し，判読を行った。

その結果，東京海底谷の北岸には，三崎海丘基部より西に地形面を変位させる相模湾断

層の直線状の低断層崖が認められたため，右ずれ変位の可能性がある。さらに，その南東

の沖ノ山の基部の西には，地形面を横切って延びるリニアメントでも右ずれ変位の可能

性があることがわかった。これらはフィリピン海プレートの北西進を反映したものと考

えられる（広島大学[課題番号：HRD_01]）。 

南海トラフ周辺域では，高知県南国市の海岸砂丘を対象として，GPR 探査や光ルミネッ

センス（OSL）年代測定を用いて地形発達調査を行った。砂丘の成長過程と内陸の低地の

浸水記録を比較した結果，砂丘の上方への成長が内陸への浸水を妨げたことが示唆され

た（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。和歌山県那智勝浦町の沿岸低地において

津波堆積物を目的とした追加コア掘削調査を実施し，観察・分析を進めた。その結果，約

５千年前頃に砂質干潟～浅海環境に形成されたと考えられる４層の級化構造を持つイベ

ント堆積物が認められた（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。 

南西諸島海溝沿いでは，石垣島東岸においてトレンチ調査を実施し，３層の津波堆積

物を発見した。このうち，最下層の津波堆積物中から合弁の二枚貝が発見され，年代測定

を実施したところ，約 1500 年前頃であることが明らかになった。この年代結果は，既往

研究より確度の高いイベント年代であり，当該地域における津波再来間隔を推定する上

で重要な知見と言える（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_01]）。 

内陸地震の発生履歴に関する調査としては，各断層における変動地形調査や掘削調査，

ドローンや地表型の LiDAR を用いた詳細地形計測や宇宙線生成核種年代測定などの最新

技術を用いた調査が各地で行われた。 
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2024 年１月１日に能登半島地震（M7.6）が発生した能登半島では，地震前に高度を計

測していた地点の再測量により，海岸での正確な隆起量を計測した（産業技術総合研究

所[課題番号：AIST01]）。また，過去の地震性隆起を記録した完新世海成段丘（低位段丘）

の形成年代を解明するため，掘削調査を行い，年代測定試料を採取した（産業技術総合研

究所[課題番号：AIST01]）。さらに，石川県珠洲市において津波堆積物の分布に関する野

外調査を実施し，地震後の海岸線から内陸約 70 m まで津波堆積物があることが確認され

た（産業技術総合研究所[課題番号：AIST01]）。一方，更新世海成段丘の発達・保存が悪

いため，長期的な隆起速度が得られていない能登半島北西岸地域（猿山岬〜大長崎周辺）

において，隆起速度を明らかにするための予察的調査を実施した。詳細な地形判読から

更新世海成段丘面と考えられる地形が断片的に確認され，現地で予察的地層採取を実施

した。その結果，これらは侵食性段丘面であることが明らかになったが，基盤岩は礫岩で

石英がほとんど含まれないため，十分な量の石英が必要な 10Be による宇宙線生成核種年

代測定法の適用は難しいことがわかった（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_01]）。 

糸魚川―静岡構造線活断層帯北部において，高分解能地形データによる変動地形の詳

細分布の把握と古地震調査を行った。姫川右岸の白馬村蕨平では，2014 年長野県北部の

地震（神城断層地震）で出現した地表地震断層が完新世後期に多段化した姫川の河成段

丘上を横断している。松多ほか(2016）によって指摘されたこれらの段丘に見られる変位

の累積を明らかにするため，地表 LiDAR を用いた精密測量を行い，従来より細かい地形

面を認定することに成功した。その地形から縦ずれ量，横ずれ量を見積もった結果，３パ

ターンの地震活動履歴の可能性を見出し，少なくともこの地域で２種類の地震が発生す

ることを明らかにした（図２，東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。中央構造線断

層帯の石鎚山脈北縁西部区間（川上断層）と石鎚山脈北縁区間（岡村断層）のセグメント

境界付近において，ドローン LiDAR，トレンチ調査，ボーリング調査を実施した。トレン

チ調査の結果，最新活動に伴う古地震イベントを認定した。放射性炭素同位体年代測定

とともに，イベント後の堆積物から産出した金属製のかんざしやキセル，正保 1648 年伊

予国絵図に記載された古地理図等を参照とした年代推定により，発生時期は江戸時代以

前であることが推定できた（産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化  

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震  

南海トラフ沈み込み帯の熊野灘において，2024 年６月に海底電位磁力計（OBEM）を５

か所に設置し，同年 10 月に回収した。観測期間は地磁気嵐を含んでおり，今後の解析に

より高精度な地下の比抵抗分布が得られると期待される（名古屋大学[課題番号：

NGY_03]）。また，取得済みの OBEM 観測データを用いて，熊野海盆付近の三次元比抵抗構

造の解析を実施した。高品質 MT データの選択手法を用いて高精度な MT レスポンスを推

定し，最新のインバージョン手法（Usui et al., 2024）を適用することで，信頼性の高

い三次元比抵抗構造が得られた（図３）。得られた比抵抗構造と先行研究による地震波反

射断面及び地震発生域を比較し，デコルマ面（プレート境界面）上における通常の地震の

発生域，スロー地震発生域，定常すべり域の間で比抵抗に有意な差があることを明らか

にした（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。 
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イ．内陸地震  

2024 年１月１日の能登半島地震の発生を受けて，自由落下自己浮上式海底地震計（OBS）

を用いた海域緊急余震観測を実施した。この観測は，東京大学地震研究所・北海道大学大

学院理学研究院・東北大学大学院理学研究科・千葉大学大学院理学研究院・東京海洋大学

学術研究院海洋資源エネルギー学部門・東海大学海洋学部・京都大学防災研究所・鹿児島

大学大学院理工学研究科・海洋研究開発機構の共同研究観測であり，本研究経費と科学

研究費補助金特別研究促進費により実施した。海洋研究開発機構所属学術研究船「白鳳

丸」による KH-24-JE01 緊急調査航海（2024 年１月 16 日東京出港～１月 23 日富山入港）

により，計 34 台の OBS を設置した。設置した OBS のうち，26 台の短期収録短周期型 OBS

を白鳳丸 KH-24-JE02C 航海により，2 月 22 日から 24 日にかけて回収した。その後，約 40

台の長期観測型 OBS を用いて，約１年間のモニタリング観測を行った。2025 年１月には，

学術研究船「白鳳丸」KH-25-JE01 航海により，長期観測型 OBS を回収して，観測を終了

した。2024 年２月に回収したデータを用いて，本震発生１か月後から約１か月間の余震

震源分布と発震機構解を求めた。震源決定の結果，震源は深さ約 17 km までに決定され，

深い地震は震源域最東部に多く位置している。これらは余震活動が上部地殻内において

活発であることを示している。観測域では過去の研究により震源断層モデルが構築され

ており，余震分布は断層モデルとよく一致するが，最東部の断層モデルの北側半分に対

応する領域では地震活動が活発でない（図４）。発震機構解を見ると，逆断層型が多い

が，横ずれ断層型の地震も決定された。どちらのタイプも，北西-南東方向に圧縮軸を持

つ点は共通している（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_08]，Shinohara et al., 2025）。 

前計画に引き続いて，日本海地震・津波調査プロジェクトの一環として実施された東

北地方中部を横断する地震探査のデータを用いて，屈折・広角反射法データ解析により

速度構造モデルの詳細な解析を行なった。これまでの解析によって，地殻最上部の堆積

層部分の構造が測線に沿って大きく変化し，下部地殻及び上部マントルにおいても反射

体が分布する複雑な構造が明らかになっているが，今年度は更に測線下の構造変化を明

らかにする目的でＳ波速度構造を求め，測線周辺の地震活動と得られた構造の関連性の

解明を重点的に行った（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_08]）。測線東部では深さ

12km 以浅の地殻内地震活動が活発である。2003 年宮城県北部地震（M6.4）の余震は，北

上山地下の高速度体内に集中しており，この高速度体西縁の西傾斜構造境界周辺に沿っ

て地震が分布している。一方，北上河谷帯側地殻浅部では地震活動が殆ど認められない。

このことから，両者の構造には地震波速度構造の違いだけでなく，その物理（力学的）特

性の差違があるものと思われる。奥羽脊梁山地下では，地震活動が深さ 10 km 以浅に限

られており，火成活動による温度構造を反映しているのであろう。一方，測線西部では地

震活動が深さ 20 km にまで及んでいる。このような地震活動域の差は，上述の反射体分

布の差とともに，測線最西部とより内陸側の物性・温度構造の差を反映している可能性

がある。また，低周波地震は下部地殻の反射体に富む部分で発生している。更にその下の

上部マントル（深さ 38 及び 46 km）には反射面が存在している。このような対応関係を

考えると，マントルからの流体の上昇と滞留が反射面・反射体の形成と低周波地震の発

生に大きく関与している可能性が高い。 
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エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解とモデル化  

津波計記録・地震波形記録の観測データの解析による震源過程・津波波源の推定手法

の開発に取り組んだ。2023 年 10 月に伊豆諸島南部で大地震が発生していないにもかか

わらず，津波が発生した。これは，海底カルデラが数時間のうちに何度も小規模な隆起を

繰り返すことで，津波が発生したと考えられている。連鎖的な隆起を想定した津波波形

逆解析手法を新たに開発し，津波観測データに適用して，海底隆起の時空間変動を推定

した。その結果，経過時間の増大に伴い，カルデラ隆起の発生時間間隔は短くなり，隆起

量は大きくなるといったカルデラ隆起の加速度的な成長を明らかにした（防災科学技術

研究所[課題番号：NIED03]，Kubota et al., 2024）。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究  

（１）地震発生の新たな長期予測（重点研究）  

ア．プレート境界巨大地震の長期予測  

地震調査研究推進本部が行っている「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」の高度化

に向けて，地震サイクルシミュレーションに基づいた地震活動の予測の試行を試みた。

過去の大地震の震源分布に加え，プレート境界上のスロー地震活動の指標となる小繰り

返し地震やテクトニック微動などの分布と活動度時間変化，海底地殻変動や津波波形の

解析に基づく 2011 年東北沖地震の地震時すべりおよび応力降下量の分布，地震探査や重

力異常に基づく海底下構造の空間変化なども考慮した結果，対象範囲は９つ（海溝走向

方向に３×直交方向に３）の領域に分割することが適当と判断した。この９領域につい

て，速度・状態依存摩擦則を用いた地震サイクルシミュレーションにより得られたすべ

り速度の履歴と，各領域を特徴づけるすべり挙動とを定性的に比較した結果，これまで

の研究で地震活動の再現を目指してきた宮城県沖や福島県沖では比較的良い再現性が見

られる一方，北部（岩手県沖・青森県沖）では不十分で，再現性向上にむけた検討を進め

る必要があることがわかった（東北大学理学研究科[課題番号：THK_07]）。 

 

イ．内陸地震の長期予測  

地震発生前から得られていた観測データに基づいて断層の動的破壊シミュレーション

を実施し，地震時の観測データやすべりインバージョン結果と比較することで，再現性

や予測性能を検証した。2011 年の福島県浜通りの地震（M7.0）については，その特徴的

なㇵの字形状をした二枚の断層面上の動的な破壊の乗り移り過程を再現することに成功

した。また，インバージョンで得られたすべり過程を，シミュレーションが定量的に再現

できることが示された。2024 年能登半島地震（M7.6）についても，シミュレーション結

果と本震時に得られた SAR による地殻変動分布及び地震波形記録とを比較した。その結

果，地殻変動分布の特徴である半島北西部の 5 m の隆起ピークと北東部の 2 m 程度の比

較的小規模な隆起ピークがともに再現できることを示した。また，近地の強震動波形記

録及び震源時間関数を比較したところ，破壊過程初期の小さなピークと中期の大きなピ

ーク，初期の西向きの破壊伝播と中期から後期の東向きの破壊伝播という観測された特

徴をシミュレーションで再現できることが分かった（東京大学理学系研究科[課題番号：

UTS_04]）。 
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測地データから内陸（地殻内）地震の発生ポテンシャル評価を行う手法の高度化のた

め，GNSSデータを用いた３次元空間での非弾性変形の速度分布を推定する手法を開発し

た。実際のGNSS観測データを適用するにあたり，西南日本のGNSS観測で得られた変位速

度からフィリピン海プレートの沈み込みによる影響を除去したデータを使用した。非弾

性ブロックは水平方向に10 km間隔で配置し，深さ方向にも10 km間隔で，最も浅い部分

を除いて３次元の非弾性ひずみ速度分布の推定を実施した。解析の結果，非弾性変形の

空間分布は活断層や地震の分布と強い相関を持ち，深さが増すにつれて非弾性ひずみ値

の空間的不均質性が減少することが明らかとなった（図５）。特に，新潟―神戸ひずみ

集中帯では，30–40 km以浅に非弾性変形が集中し，短縮と剪断ひずみが卓越している。

また，中央構造線沿いにも大きな非弾性ひずみが確認され，20 km以浅の領域に変形が

集中しているが，主に剪断ひずみが卓越している。これらの結果は，地域による非弾性

変形の深さの違いを示しており，地殻内地震の地域性に関する新たな知見を提供する可

能性がある（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。また，日本全国を対象とし

て，GNSSデータから地下の非弾性変形の速度分布を推定することも実施され，新潟―神

戸ひずみ集中帯に剪断変形が集中する様子などが捉えられた（公募研究，東北大学災害

科学国際研究所[課題番号：KOBO02]）。 

前計画から引き続き，南海トラフや日本海溝のプレート境界断層からの載荷による地

殻内の震源断層においてクーロン破壊応力（ΔCFS）の計算を行った（東京大学地震研究

所[課題番号：ERI_08]）。今年度は，相模トラフにおける固着と伊豆半島の衝突の影響に

ついて広域応力場と能登半島周囲の震源断層における応力を計算した。相模トラフでは，

約 3 cm/yr のすべり欠損速度を一様に仮定し，伊豆半島の衝突については，プレート境

界面の傾斜方向のすべり運動が一様に永年的に固着していると仮定した。計算の結果，

相模トラフの固着による剪断応力分布は北西への指向性を示し，能登半島でも 1 kPa/yr

程度の応力蓄積が見られた。能登半島周囲の震源断層に対する ΔCFS は，正の値を示し

た。伊豆半島の衝突の影響についても，概ね ΔCFS は正値となった。これらのことから，

能登半島の応力場における相模トラフの固着，伊豆の衝突の重要性が示唆される。 

測地データから高空間解像度のひずみ速度場を推定するために，InSARとGNSSの変位

データを融合させたひずみ速度場推定の高度化の研究を行った。新潟―神戸ひずみ集中

帯において，GEONETおよびSoftBank株式会社のGNSS観測網から得られたひずみ速度場と

InSARによる歪速度場を統合し，面的ひずみ速度場を導出した。その暫定的結果から，

糸魚川―静岡構造線北部のひずみ速度がとりわけ大きいこと，GNSS観測点が疎である山

岳地域ではInSARの寄与が大きいこと，InSARが積雪の影響を受ける冬季はGNSSが有利で

あることがわかった（図６，京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度は第３次の観測研究計画の初年度であり，長期評価部会では複数の新規課題と

公募課題を含めて17課題で観測研究をスタートした。各課題は，地震学，測地学，地球

電磁気学，地質学，地形学，歴史学などの多様な学問分野をベースにしているが，地震

の長期予測の高度化に貢献するという同一の目標のもと，情報交換を行いながら観測研

究を実施してきた。今年度は，GNSS観測などによって得られた地表の地殻変動データか

ら，地下の非弾性変形の分布を３次元的に推定する手法が開発され，日本列島のデータ
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に適用され，新潟―神戸ひずみ集中帯の地下などに変形が集中する様子がイメージング

された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03], 公募研究，東北大学災害科学国際研

究所[課題番号：KOBO02]）。下部地殻やマントルにおける非弾性変形が上部地殻内の震

源断層に応力を載荷して，地殻内地震を発生させていることを考えると，その分布を明

らかにすることは，地殻内地震の長期予測に貢献するあらたな知見を提供することにな

る。上部地殻での応力載荷速度は，深部での非弾性変形の集中度によって大きくことな

ると考えられるので，詳細な分布の解明が待たれるところである。また，本計画から，

日本海溝沿いの海溝型地震の長期評価の高度化を目的として，過去の大地震の発生履歴

だけでなくスロー地震や小繰り返し地震の発生分布や地下構造などの地球物理学的知見

を取り込んだ地震サイクルシミュレーションを実施する研究課題（東北大学理学研究科

[課題番号：THK_07]）が実施されている。シミュレーションを活用した長期予測の高度

化は，「新たな長期予測」の中心的な内容であり，他の課題も含めて今後の成果が待た

れる。 

過去の地震発生履歴を明らかにする研究課題においても，各種 LiDAR を用いた地形計

測技術，宇宙線生成核種や光ルミネッセンスを用いた年代測定技術，地下レーダーを用

いた地下構造の探査技術などの新技術の活用が進み，新たなイベントの同定が進みつつ

ある。また，活断層のセグメント間の連動の条件などを明らかにすることを目的とした

課題（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]，産業技術総合研究所[課題番号：AIST02]）

が新たに実施されており，将来発生する地震の規模の予測に貢献することが期待される。

2023 年のトルコ・シリア地震や 2024 年能登半島地震では，セグメント間の連動破壊によ

る M7 後半の大地震であったが，その被害は M7 前半の地震と比較してはるかに激甚・広

域化した。このような連動破壊がどのような条件で発生するのかは，防災上重要な課題

であり，本計画がその解明の端緒となることが期待される。 
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図１. 北海道厚真町のトレンチ地点における調査結果（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：

IRID02]）。（a）調査地域（☆）。○および△は既往の津波堆積物調査地点（高清水，2007 など）。

（b）トレンチ地点（☆）。（c）地中レーダ（GPR）による反射面の画像。アンテナ周波数は 800MHz。

（d）解釈線 A,B, B', C を入れた反射面の画像。掘削結果との比較から，A は Ta-b テフラ上面，

B'および B は Ta-b 下面および Us-b 下面，C は砂層下面に対応すると考えられる。Rp はトレンチ

壁面から Ta-b 内に貫入した杭（P）からの反射面。（e）GPR 測定ライン上の地層掘削結果。 

 



108 

 

 

図２. 糸魚川―静岡構造線活断層帯神城断層における変位量が累積した河岸段丘の稠密地形計

測調査（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。 

 

 

 

図３. 熊野灘における比抵抗断面（名古屋大学[課題番号：NGY_03]）。４つの測線上の鉛直断面

図を示す。 
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図４. 2024 年に発生した能登半島地震の震源域東部での海域観測による余震の震源分布（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_08]，Shinohara et al., 2025）。解析期間は，2024 年１月 24

日から２月 22 日までで，マグニチュードが 1.6 以上の気象庁震源リストにある地震を再決定し

た。 
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図５. GNSSデータから推定した深さ10 kmでの非弾性変形(最大せん断ひずみ)の分布（京都大学

防災研究所[課題番号：DPRI03]）。新潟―神戸ひずみ集中帯や中央構造線の北側に非弾性変形の

集中域が見られる。 

 

  

(a) 
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図６．InSAR時系列解析とGNSSを統合して得られた中部地方のひずみ速度場（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI03]）。（左）面積ひずみ速度。（中）最大剪断ひずみ速度。（右）ひずみ速

度の２次不変量。推定されたひずみ速度は空間変化が大きく，特に糸魚川−静岡構造線(ISTL)の

北東側で短縮ひずみが集中している。また，火山帯や断層に沿ったひずみの集中域が見られる。 

 

 


